
１，はじめに

昨今，多国籍企業がグループ関連会社との国際取引を利用してその所得を高税率の国か
ら無税もしくは低税率の国へと移転させることで国際的二重非課税（注１）を生じさせも
しくは極端な税負担の軽減を図る問題が顕在化している。そこで経済協力開発機構（以下
「OECD」）はG２０の各国の要請に基づき，２０１３年２月１２日OECDはBaseErosionand
ProfitShiftingいわゆる税源侵食と利益移転（以下「BEPS」という）に対応するため，
「BEPSへの取り組み」を公表しその後７月に具体的にBESPの防止策として１５項目の措置
と作業の流れを含む「BESP行動計画」なる報告書を公表した。

その行動計画とは，下記の１５項目に及ぶ。
行動１ デジタル経済の課税上の課題への対応
行動２ ハイブリットミスマッチアレンジメントの効果の否認
行動３ CFCルールの強化
行動４ 利子の控除及び他の金融上の支払を通じた税務浸食の制限
行動５ 透明性と実質を考慮に入れて有害な税の慣行により効果的に対抗する
行動６ 条約の濫用防止
行動７ PE認定の人為的回避の防止
行動８ 無形資産
行動９ リスクと資本
行動１０ 他のハイリスク取引
行動１１ BEPSに関するデータの収集・分析方法とBEPS対応行動の確立
行動１２ 納税者にATPアレンジメントの報告を要求
行動１３ 移転価格文書化の再検討
行動１４ 紛争解決メカニズムの実効性の向上
行動１５ 多国間協定の開発

この報告書の目的は多国籍企業が様々な合法的な租税回避スキームを過大に利用するこ
とにより，ある国の税源が浸食され，より有利な無税もしくは軽課税を享受できる国へ利
益を移転させることに対する懸念，加えて電子商取引のめまぐるしい発展，知的財産の重
要性の増加により各国間における課税権の分配を管理するBPESに関する問題を包括的に
示すことによりBEPSの対応に必要な行動を特定し，行動を実施する期限を定め，行動を
実施する方法と必要な資源を特定する事を提案していくことにある。
本稿においては，“行動１のデジタル経済の課税上の課題への対応”に焦点をあてて論ず

ることにしたい。
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２，わが国の対応

（１）国際取引における消費税
国際取引には消費税は課税されない。これは旧消費税法（以下「旧法」をいう）（注２）

第４条（課税対象）において定められた消費税法の前提であった。日本の消費者が，国内
の事業者から電子書籍を購入すれば消費税が発生するが，同じものをAmazonなどの国外
事業者から購入すればその取引は課税対象外取引となり消費税は発生しない。同じ商品で
あっても消費者が国内事業者から購入するのと国外事業者から購入するのとでは消費税分
だけ価格が異なってきてしまうので，消費者は同じ商品であれば国外事業者から購入する
ほうが消費税分だけ安く購入できることになる。今日，企業のグローバリーゼーションは
加速度的に進行し，インターネット技術の発達による電子書籍，ゲームアプリ，クラウド
サービスなど電子商品の増加により，企業は消費者のいる場所から離れた場所で生産活動
を行うことが容易になっている。Amazon，Googleなどの多国籍企業は，消費税だけでは
なくあらゆる税の抜け道を探して税務戦略を立案しているのが現状である。多国籍企業と
は世界を市場とする企業であるとすれば，企業のとる行動原理は利益の最大化を図ること
を目標とする最適化行動を採用するだろうし税についてもコストの一部として最小化を図
るのが当然の行動原理である。「世界経済が世界金融危機と欧州債務危機からの回復の兆
しを鮮明にしつつある中，欧米企業を中心とした多国籍企業によるアグレッシブなタック
ス・プランニングに世界的な関心が集まっている‐‐‐‐。」（注２）というようにわれわ
れの関心も，そのような多国籍企業がとる租税回避スキームを遂行することから生じる税
収の減少，そのようなスキームを許す税制に対する不信感，BEPS行動計画の遂行により
個人の納税者の負担が相対的に増加していること，あるいは多国籍企業と国内企業の公平
な競争が害されることなど，消費税における課税の公平とは何かという問に対して敏感に
なっているのではないだろうか。今や消費税の問題は一国のみで対処できるものではな
く，欧米の多国籍企業が行っているような過度な租税回避のスキームから生じる行為を防
止するするとともに，消費税の国際課税のルールを適宜見直し各国が協調して対処してい
かねばならないのである。

（２）課税対象の範囲の拡大による対策
平成２５年１１月の税制調査会（国際課税DG②）の報告書によれば，消費税の課税対象の

範囲についての問題の所在は，①技術の進展により「国内取引と比較可能な国外取引」が
出現したこと，②税率の引き上げにより経済的負担の開差が拡大した（する）ことから生
じた，国内外の事業者間の「競争の非中立性」が問題の中心である」と論じている。
国際法の取り決めでは，原則主権国家同士は他国の税の徴収の協力はしない。各国の徴

税権は各国固有の権限であり他国の税の徴収に協力をすることはない。上記①②の問題提
起から分かるように消費税を国内取引に限定する従来の考え方では，急速にインターネッ
トが発達して複雑な取引を繰り返す現代においては国外事業者から消費税の徴収をするこ
とができなくなっており，消費税を徴収するための消費税法そのものが国際化の波に乗り
遅れ時代遅れのものとなってしまっている。おのずと課税の対象を拡げて消費税を国外事
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業者からも徴収することが急務の課題となっている。
欧州のVAT（ValueAddedTax付加価値税をいう。）においては，電子書籍のようなデ

ジタル配信サービスの消費地に関する定義を新たなものとしデジタル配信サービスを利用
する消費者の居住地を消費地と定義を改めている（注３）。これによって，EU域外から供
給され，EU域内で消費されるデジタル配信サービスの利用はこれまで課税対象外であっ
たものがEUの課税対象取引になっている。そして，EU域内でデジタル配信サービスを提
供する事業者に対してはEU域内のどこか一カ国を納税地として登録させVATの納税義務
を負わせている。たとえば，「アイルランドでEU向けに電子書籍を営むGoogleアイルラン
ドの場合であれば，まずGoogleアイルランドはダブリンの所轄税務署長にe−VAT税の納税
義務者として登録申請を行う。そうした上で，アイルランド国内向けのデジタル財の販売
では，アイルランドのVATを購入者から預かり，イギリス向けの販売であれば，イギリス
のVATを，フランス向けならフランスのVATをという具合にそれぞれの購入者の居住地の
VATを預かる。納期限が到来したらGoogleアイルランドは，アイルランドの税務署へ，預
かっている各国の消費税を全額納付する。」（注４） 日本においては消費税が成立した１９８８
年以降，消費税法の改正はあったものの課税対象を拡大するといった今までの理論を刷新
するような改正はなかった。しかし，今後は国レベルでも行う国際的租税回避対策の優先
課題として消費税があることは忘れてはならないことである。

（３）電気通信利用役務の提供に係る内外判定基準の見直し
平成２７年度の消費税の改正（以下「改正法」という）により，消費税法第４条３項三号

「電気通信利用役務の提供である場合」が新たに追加され，電気通信利用役務の提供である
場合のその取引にかかる課税対象を判定する基準，すなわちその取引が国内において行わ
れたか否かの判定基準（以下「内外判定基準」という。）が見直しになった。旧法におい
ては，電気通信利用役務の提供があった場合，その役務の提供者が国外事業者であれば，
その役務の提供者の所在地が内外判定の基準場所となり，その所在地が国外である場合に
はその取引は国外取引として消費税の課税対象とされなかったものが，この改正により役
務の提供を受ける者の所在地が内外判定の基準場所になったためその役務の提供を受ける
者の所在地が国内であれば新たに消費税の課税対象とされることとなったのである。
たとえば，旧法における具体的な取引における内外判定基準は図１によって説明され

る。A社はソフトウェアを販売する内国法人である。A社のソフトウェアはインターネッ
トを使って世界のどの国からでも購入できるシステムとなっている。またB社はサーバー
を保有しており，顧客はA社のソフトウェアを購入するときはB社に購入手続きを行いB社
のサーバーを通してダウンロードされる。顧客はB社に購入代金を支払いA社はB社に代
金の回収をしてもらう代わりにB社に代金回収の手数料を支払う。これはインターネット
を通じたソフトウェアの売買取引の代表的な例であるが，この場合ソフトウェアという無
形固定資産は消費税法上「著作権等」に該当し，その譲渡又は貸付に係る内外判定は，著
作権の譲渡又は貸付を行う者の住所地で判定される。（消令６①六）
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事例の場合，アメリカの業者B社はA社のソフトウェアの販売の仲介を行っているので，
ソフトウェアの譲渡又は貸付を行っているのはA社であるから，国内に住所地を有するA
社のソフトウェアの販売は国内取引に該当する。つまり旧法上，内外判定の基準は国内及
び国内以外の地域にわたって行われる役務の提供でその役務の提供が行われた場所が不明
もしくは正確な場所が特定できないような場合には，役務の提供を行う者の役務の提供に
係る事務所等の所在地により内外判定を行うことになっていたものである。
図１のように，国境を越えて資産の譲渡等が行われた場合の内外判定基準は，旧法４条

第３項に規定されていて，そのうち役務の提供に係る内外判定基準については同項第２号
で，原則として「役務の提供が行われた場所」でその内外判定し当該役務の提供が，運輸，
通信その他国内および国内以外の地域にわたって行われるものなど一定のものについて
は，政令で定める場所で判定することとされていた。（旧法４③，旧令６②）
また，インターネット等を通して提供される電子書籍や音楽，ソフトウェアなどの提供，

ネット広告の配信やクラウドサービスの提供，電話や電子メールを通じたコンサルテー
ションなどの国境を越えた役務の提供にかかる内外判定については，「役務の提供を行う
者の役務の提供に係る事務所等の所在地」で判断されることとされていた。このような
サービスが国境を越えて行われた場合には，そのサービスの提供者が国内事業者であり，
そのサービスの享受者が国内事業者もしくは消費者である場合には国内取引として課税の
対象にし，サービスの提供者が国外事業者でありその享受者が国内事業者もしくは消費者
であればば国外取引として課税対象外としていた。この場合の内外判定基準はあくまでも
「役務の提供を行う者の役務の提供に係る事務所等の所在地」である。近年インターネット
等のめまぐるしい発達により「情報の提供に」係る事務所等の所在地を確定させることは
困難を伴う。ウェブサイトへのコンテンツ配信を行う法人が国内にあったとしても，実際
に配信する場所は国外にあるようなケースやサーバーのみを国外に置き配信しているケー
スもある。それゆえ，役務の提供場所を特定することによって内外判定をすることは理論
上も，実務上も簡単には理解もしくは処理をできない場合が多く消費税の改正が必要と
なっていた。 ここでいう「電気通信利用役務の提供」とは何をいうのか，改正法によれ
ば法２条八の３，八の４に「資産の譲渡等のうち，電気通信回線を介して行われる著作物
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の提供，その他の電気通信回線を介して行われる役務の提供であって，他の資産の譲渡等
の結果の通知その他の他の資産の譲渡等に付随して行われる役務の提供以外のものをい
う」と定義さており，具体的には，資産の譲渡等のうち電子書籍・音楽・広告の配信等電
気通信回線を介して行われる役務の提供をいい著作物の利用の許諾に該当する取引やクラ
ウドサービスも含まれ，一方で電気通信利用役務の提供以外の資産の譲渡等に付随して行
われる役務の提供（例：電子メールによる成果物の送信）や単に通信回線を利用させる役
務の提供は含まれない（注６）と解されている。また「電気通信利用役務の提供」は「電
気通信利用役務の提供」と「事業者向け電気通信利用役務の提供」に区分され，「電気通
信利用役務の提供」のうち｢事業者向け電気通信利用役務の提供｣は別の定義としている。
すなわち｢事業者向け｣と｢事業者向け以外｣と区分し，「事業者向け」は事業者のうち一定の
要件を満たすものに限定し，｢事業者向け以外｣には事業者のうち一定の要件を満たさな
かったものと，消費者がその役務提供を利用するものとに区分している。

（４）リバースチャージ方式の導入
消費税は，消費税法第４条で国内において事業者が行った資産の譲渡等を課税対象とし

ており，また第５条で国内において課税資産の譲渡等を行った事業者は消費税を納める義
務がある，としている。
改正法により（１）の内外判定基準の見直しで述べたように，電気通信役務の提供に係

る内外判定基準が見直され，国外事業者が国内事業者や消費者に対して行う電気通信役務
の提供について従来，国外取引（課税対象外）とされていたものが，国内取引として新た
に課税の対象とされている。
この改正法によれば，上記にあるように「電気通信利用役務の提供」を「事業者向け」

と「それ以外（消費者向け）」に分類し，「事業者向け」についてはリバースチャージに
よってサービスの提供を受ける国内事業者に納税義務を課し，「それ以外（消費者向け」
については国外事業者が納税義務者になるものの，サービスの提供を受けた国内事業者に
おける仕入税額控除を原則として制限する経過措置が講じられる。これをリバースチャー
ジ方式とし平成２７年１０月１日から施行することとされた。すなわち国外事業者が行う電気
通信利用役務の提供に係る課税方式について，その「電気通信利用役務の提供」を国外事
業者が国内事業者に対して行う事業者向け取引については，従来その役務提供者の所在地
を基準にしていたため国外取引とされて課税対象外であったが，この改正により国内取引
として新たな課税対象とされることになる。
そもそも消費税は，国内における財貨の消費やサービスの提供に対して税の負担を求め

課税する，いわゆる仕向地課税主義又は消費地課税主義（注７）をという考え方に基づき
理論構成されている。それゆえ，行われた取引が国内取引に該当するのか国外取引に該当
するのかを判定する場合，その取引が役務の提供の場合にはその役務の提供者の所在地を
もとに国内取引か国外取引かを判定し，資産の譲渡または資産の貸付の場合にはその資産
の譲渡または資産の貸付が行われときのその直前の資産の所在場所を基準にして国内取引
か国外取引かを判定する。
たとえば，国外事業者Aから国内事業者Bへインターネット広告の役務の提供が行われ
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た場合を例にすると，インターネット広告の役務提供者Aは国外事業者であるからその役
務の提供を受けるBとの取引は国外取引と判定される。
すなわちAとBとの取引は国外取引となるため，消費税が課税されない。これにより，イ

ンターネットを通じた役務提供によって国外事業者から電子書籍や音楽，ゲームアプリ等
の提供，インターネット広告の配信などを国内事業者が購入しようとした場合，国内事業
者からの購入であれば購入代金（本体価格）に消費税がプラスされ請求されるものが国外
事業者から同じものを購入しても購入代金（本体価格）のみの支払で済むことになる。
国内事業者が経済性を合理的な選択をするのであれば当然消費税分だけ購入代金が安く

なる国外事業者から選ぶであろう。インターネットを通じて役務提供する国内の事業者か
らすれば，国外の事業者に比し，国内事業者への役務提供は本体価格に消費税分を載せて
請求しなければならないため非常に不公平なものとなってしまう。

そこで，国外事業者が行う電気通信利用役務の提供に係る国内事業者向けの取引につい
ては，課税方式を改め，図２のような「リバースチャージ方式」が導入さることになった。
国内事業者が国外事業者から「事業者向け電気通信利用役務の提供」を受けた場合には，

役務の提供者である国外事業者が消費税の納税義務者となるのであるが，その納税義務を
その役務の提供を受ける国内事業者に転換する。図２によれば，国内事業者Aは国外事業
者Bからインターネット広告の役務提供を１００万円で購入した事例である。
旧法であれば，Aは国外の事業者から役務の提供を受けているためAとBとの取引は課税

対象外取引となりAの消費税の申告にはなんら影響はされることはない。
これリバースチャージ方式では，AはBからインターネット広告の役務提供を１００万円で

購入したがこの取引は課税取引とみなされる。さらに本来は，AはBに購入代金を支払っ
ているのだから仕入れ控除の対象である。これが，リバースチャージ方式によると８万円
（１００万円×８％分）を課税対象とし仕入れ控除の対象とすると同時に，課税標準に対する消
費税額ともみなされる（注９）。つまり，国内事業者Aが国外事業者Bからインターネット
広告の役務提供を受け，代金を１００万円支払った場合の消費税の計算は，売上に係る消費税
額８万円と仕入れに係る消費税額８万円が発生することになる。もっともAの課税売上割
合が９５％未満であれば，仕入れに係る消費税額の全額は控除できず課税売上割合分となる
ため消費税の納税が発生することとなる。
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図２ 事業者向け取引に係る課税方式（リバースチャージ方式）（注８）



（５）事業者向け以外の電気通信役務の提供 国外事業者申告納税方式
国外事業者が行う電気通信利用役務の提供のうち，「事業者向け電気通信利用役務の提

供」以外のものについては，その国外事業者が納税義務者となり消費税の申告納税を行う
こととなる。

図３のように，国内の消費者もしくは「事業者向け電気通信利用役務の提供」からのぞ
かれた「電気通信利用役務の提供」を利用した事業者Aが，国外事業者Bから電子書籍を１
万円で購入した場合，本来AとBとの取引は国外取引であるので１万円のみの支払で済む
はずである。しかしながら，いわゆる「国外事業者申告納税方式」が適用されることとな
り購入代金１万円に消費税が課税されることになった。この国外事業者申告納税方式によ
れば，AはBに電子書籍の代金１万円＋消費税８００円を国外事業者Bに支払うこととなる。
また国外事業者BはAから預かった消費税８００円を日本の所轄税務署に申告納税をしなけれ
ばならないが，Aはたとえ納税義務者であっても原則８００円に対する仕入れ税額控除の適用
は認められない。
ここでの問題点は，①国外事業者であるBは海外の事業者であるのにも関わらず日本の

消費税について納税義務者となり日本の所轄税務署に申告納税しなければならず，また，
②AについてはAが納税義務者であった場合でも原則仕入れ税額控除が認められない点に
ある（改正法附則３８①）。
①の国外事業者であるBが納税義務者となることについて，事業者の免税制度を適用で

きることにしたことで国内の事業者との取扱いに不公平感をなくしたものと見受けられる
が，果たして国内の消費税法を国外の事業者に適用させることができるのであろうか。国
外事業者を納税義務者とするということは，納税義務者となる国外事業者の所在地は，日
本にはなく国外に所在する。国外に所在するということは日本の税務執行管轄権が及ばな
いことである。ゆえに，税務執行を通じて適正な申告納税の履行を促すことには自ずと限
界があるので，国外事業者が日本の税制の隙間や抜け穴を利用し過度な節税対策により税
負担を軽減する温床ともなりかねないのではないだろうか。
また②については原則Aの仕入れ税額控除はできないものとしているが，これについて

は国外事業者Bが「登録国外事業者」である場合には特例として仕入れ税額控除の適用が
認められている（改正法３８・３９）。
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図３ 消費者向け取引に係る課税方式（国外事業者申告納税方式）（注１０）



この登録国外事業者制度は，イ，国内において行う電気通信利用役務の提供に係る事務
所等の所在地が国内にあることまたは消費税の申告納付に関する納税代理人がいること，
ロ，納税管理人を定めていること，ハ，国税の滞納がないこと，ニ，登録国外事業者の登
録取消から１年を経過していることなどの要件を満たして，納税地の所轄税務署長を経由
して国税庁長官に申請書を提出し，その登録を受けなければならないなどかなりハードル
の高いものとなっている。登録事業者は，インターネットを通じて名称，住所，登録番号
等が公表されることになっており，平成２７年９月２９日現在１７件の国外事業者が登録されて
いる（注１１）。

３，おわりに

これまで述べてきたように平成２７年度税制改正により消費税は，内外判定基準の見直し
行い，課税の対象を拡大した。今回の改正は「電気通信利用役務の提供」に限ったもので
あったが，消費税の大きな改革の始まりであると考える。わが国の消費税は，EU加盟各
国がインボイス方式を用いた仕入税額控除型の付加価値税であるのに対して，帳簿方式
（「アカウント方式」とも呼ぶ）を用いた仕入税額控除型の付加価値税であることに特徴が
あり（注１２）消費税の導入からインボイス方式を採用していない。インボイス方式は，「脱
税は仕入の過大計上または売上の過小計上のいずれかの方法によって行われるが，特にイ
ンボイス方式のもとでは，前後の二つの段階に伴うインボイスをクロス・チェックするこ
とによって，それを容易に発見することができ，さらにそれによって，法人および個人事
業の所得の把握水準を高めることにも役立つのである。」（注１３）というように大きなメリッ
トを持っている。今後もBEPS行動計画のような考え方に賛同し協調していくのであれ
ば，近々に帳簿方式からインボイス方式への方向転換が必要なのではないか。
誰もが納得のいく理想的な税制というものは存在しない。それゆえ時の経済状況を勘案

した税の改革は継続的に必要なことは言うまでもない。しかしその改革には課税の公平を
できる限り満たすものでなければならない。BEPS行動計画は，わが国を含めた世界各国
の租税政策が大きく変わっていくことが予想されるものであると考えられる。どの国も自
国の経済が活性化し，企業の海外展開の円滑化を図り，海外で稼いだ収益を国内に還元す
ることそれこそが唯一の目的であるというような流れにあると感じる。わが国の対応とし
ては，BEPS行動計画以後も公表されるであろう新たな租税政策に対して，わが国企業の
経済活動にとって阻害要因とならないように競争の中立性を保ちつつ，国際協調による二
重課税の排除や租税政策の不備による救済措置の整備を行うことが非常に重要なことなの
ではないかと考える。
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注

１）日本経済新聞 ２０１３．６．３ 電子版 「アップル，アイルランドを使った節税 事実上の二重非課
税」より

２）本稿で旧法とは，平成２７年度の消費税法の改正以前の消費税法をいう。
３）EY税理士法人 「BEPSへの対応と我が国企業への影響に関する調査 ２０１４年３月調査報告書」
P.９

４）深見浩一郎 「＜税金逃れ＞の衝撃 国家を蝕む脱法者たち」P.１７６ 講談社現代新書 ２０１５年
５）上杉秀文 「国際取引の消費税ＱＡ」P.１５０ 改訂版 税務研究会出版部 ２０１１年
６）税理士法人名南経営 「図解 税制改正のポイント」P.１４１ 新日本法規出版㈱ ２０１５年
７）大島隆夫・木村剛志 「消費税法の考え方・読み方」P.２９ 五訂版 税務経理協会 ２０１０年
８）税理士法人名南経営 「図解 税制改正のポイント」P.1４６ 新日本法規出版㈱ ２０１５年
９）消費税法第４条１項における「特定仕入れ」をいう
１０）税理士法人名南経営 「図解 税制改正のポイント」P.１４２ 新日本法規出版㈱ ２０１５年
１１）国税庁HP「国税庁登録国外事業者名簿（RegisteredForeignBusinessesList）」

www.nta.go.jp/shiraberu/ippajoho/pamph/shori/cross/touroku
１２）金子宏 「租税法 第十版」P.５２５ 弘文堂 ２００５年
１３）前掲書 P.５２６


